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研究要旨 
少子高齢化が進む我が国では、献血可能年齢人口（16-69 歳）の減少による献血者数の減少および高齢者人口

の増加に伴う血液製剤需要の増加が見込まれている。 
日本赤十字社は 2010 年、2014 年に「輸血用血液製剤の供給本数と献血者数のシミュレーション」を行い、現

状の血液製剤の使用状況が続くと、血液製剤の需要は年々増加し、2027 年に献血者 549 万人分、545 万人分とな
ると推定し、2027 年に 85 万人分の献血が不足すると報告した。しかし、輸血用血液製剤の供給数（実測値）は
高齢者人口の増加にもかかわらず、近年横ばい傾向にある。これは治療内容の変化や侵襲的治療技術の向上など
様々な要因が考えられている。 

本年度は、以下の献血本数の需要と供給の予測を行い、献血推進施策の基礎資料となることを目的とした。 
① 血液製剤の適正使用の徹底や医療技術の進歩により、現状と比べて将来の輸血用血液製剤の使用状況（需

要）が変わることを考慮した、血液製剤の需要予測を行う。 
② 献血者の献血行動（年間献血回数や献血種類）の変化や年齢・出生コホート効果を考慮した献血者数（供

給）の予測を行う。 
③ 1. と 2. を比較し、献血の不足分を算出する。 

以下の手順で解析を行った。 
１）血液製剤の需要予測：日本赤十字社の「血液製剤供給単位数」（2008-2017 年）を年齢群で按分し、「人口

千人あたりの年齢群別血液製剤供給単位数」を算出し、一般化線形モデルによる当てはめを行い、2018 年
以降の「血液製剤推定需要単位数」および「血液製剤の需要に必要な献血本数」を算出した。 

２）献血者数と献血率の予測：以下の 2 通りの解析を行った。 
２－１）マルコフモデルによる解析：2016-2017 年度の全献血者（各年約 470 万人）の献血種類と年度内献

血回数（以下、献血行動と記載）から性・年齢別に献血行動推移確率を求め、2018 年以降のマルコフモ
デルに基づく献血者数を算出した。 

２－２）年齢・コホート (AC)モデルによる解析：2006-2018 年度の各年度の性・年齢別の献血者数（各年
450~530 万人）を用いて、献血率の年齢効果、出生コホート効果を AC モデルにより推定し、2018 年以
降の献血率、献血者数を算出した。 

３）献血の需要と供給との数値差を元に、献血推進 2025 に向けた、年齢別目標値となる献血率参考値を算出
した。 

69



その結果、以下のことが明らかになった。 
1. 2025 年に必要な推定血液製剤需要単位数について将来推計人口を用いて算出すると赤血球製剤+全血製剤

627 万単位、血小板製剤 901 万単位、血漿製剤 215 万単位、原料血漿転用分は 943,259~1,075,315L とな
る。これを血液製剤の需要に必要な献血本数を献血者数に換算すると 477～505 万人分（全血献血 325 万
人、血小板成分献血 84 万人。血漿成分献血（血漿製剤製品用）20 万人、血漿成分献血（原料血漿転用分）
49～76 万人）となる。 

2. のべ献血者数の 2031 年までの将来推計によると、推定のべ献血者数単調に減少し、全体の本数は 2016 年
度の 495 万本から 2031 年度には 417 万本になると推定された。 

3. Age-Cohort モデルによる献血率、献血者数を算出すると 2025 年には 439 万人、2030 年には 401 万人と減
少傾向になると予測される。 

4. 2025 年の献血者数予測値は、マルコフモデルでは4,444,835 人、Age-Cohort モデルでは 4,399,457 人となり、
血液製剤供給実績と将来推計人口から推定した必要献血者数 4,774,211～5,049,327 人との差（329,376～
604,492 人、374,754～649,870 人）がそれぞれ不足と算出した。不足献血者数を、2025 年の推定献血者数
年代別構成比を用いて、各年代に不足する献血者数を案分して上乗せ後、2025 年の献血目標値を１０歳代
6.5~7.5%、20 歳代 6.9~8.1%、30 歳代 6.1~7.3%と算出した。 

 
以上のことから、本研究では、NDB データによる免疫グロブリン製剤需要推計（令和 2 年度 本研究班報告書

「血液製剤の医療需要と供給の予測に関する研究免疫グロブリン製剤の使用実態と需要予測：NDB を使用した免
疫グロブリン製剤の使用実態解析から原料血漿必要量の予測」）、献血者と血液製剤供給実績、将来推計人口を基
に、数理疫学的アプローチで、献血の需要と供給の将来推計を行った。その結果、現状の献血状況のまま推移す
ると 2025 年には 33~65 万人分の献血が不足し、それを捕捉するには 10~30 歳代の献血率を 6~8%程度に設定
する必要があることを示した。 

 
[ 行政への貢献] 本研究の成果は、日本赤十字社が行った血液需給将来推計シミュレーション、献血推進調査会

の意見などと合わせて、献血推進にかかる新たな中期目標「献血推進 2025」の基礎資料となった。 
 

A. 研究目的 
少子高齢化が進む我が国では、献血可能年齢人口

（16-69 歳）の減少による献血者数の減少および高齢
者人口の増加に伴う血液製剤需要の増加が見込まれ
ている。 

日本赤十字社は 2010 年、2014 年に「輸血用血液
製剤の供給本数と献血者数のシミュレーション」を
行い、現状の血液製剤の使用状況が続くと、血液製剤
の需要は年々増加し、2027 年に献血者 549 万人分、
545 万人分となると推定し、2027 年に 85 万人分の
献血が不足すると報告した。しかし、輸血用血液製剤
の供給数（実測値）は高齢者人口の増加にもかかわら
ず、近年横ばい傾向にある。これは治療内容の変化や
侵襲的治療技術の向上など様々な要因が考えられて
いる。 

一方、年齢別に献血者数の推移をみると、若年層の

献血者（延べ献血者数）が減少し、中高齢層による献
血者が微増する傾向みられている。また、年間に複数
回の献血を行った者は、年間 1 回だけの者と比べて、
次年度の献血継続率が高い傾向も認められている。
これらのことから、将来の献血者数は、年齢や出生コ
ホート効果による違い、献血者の献血行動（献血種類、
年間献血回数）の違いが大きく影響を与えると考え
られる。 

本年度は、以下の献血本数の需要と供給の予測を
行い、献血推進施策の基礎資料となることを目的と
する。 

1. 血液製剤の適正使用の徹底や医療技術の進
歩により、現状と比べて将来の輸血用血液製剤の使
用状況（需要）が変わることを考慮した、血液製剤
の需要予測を行う。 
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2. 献血者の献血行動（年間献血回数や献血種
類）の変化や年齢・出生コホート効果を考慮した献
血者数（供給）の予測を行う。 

3. 1. と 2. を比較し、献血の不足分を算出す
る。 

 
 
B. 研究方法 
１）血液製剤の需要に必要な献血本数 

血液製剤の需要に必要な献血本数を算出するた
めに、以下の資料を解析に用いた： 

① 日本赤十字社「血液事業の現状」（2008-17 年）
各血液製剤（赤血球製剤、血小板製剤、血漿
製剤）の供給単位数 

② 東京都福祉保健局「東京都輸血状況調査結
果」（2008-18 年）年齢別血液製剤使用状況 

③ 総務省統計局「国勢調査人口（2010, 15 年）」
「推計人口（2010, 15 年以外の年）」 

④ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来
推計人口(2017 年推計)」 

 
以下の手順で推計を行った： 
① 2008-17 年の日本赤十字社「血液事業の現状」

の血液製剤供給単位数を、東京都の年齢群別
血液製剤使用状況をもとに按分し、さらに国
勢調査人口から「年齢群別人口 1,000 人当た
りの血液製剤供給単位数」を算出する。 

② 2008-17 年の「人口 1,000 人当たりの血液製
剤供給単位数」を一般化線形モデルに当ては
め、2018 年以降の「人口 1,000 人当たりの
血液製剤需要単位数」を推定し、将来推計人
口を用いて 2018 年以降の「血液製剤需要単
位数」の推定値を算出する。 

③ 2018 年以降の「血液製剤需要単位数」を、現
状の献血者数と血液製剤供給単位数をもと
にした血液製剤供給単位数と献血者数の換
算比により、献血者数に換算し「血液製剤の
需要に必要な献血本数」を算出する。 

④ 免疫グロブリンの需要予測から算出した
「原料血漿需要量」（令和 2 年度 本研究班報
告書「血液製剤の医療需要と供給の予測に関
する研究免疫グロブリン製剤の使用実態と
需要予測：NDB を使用した免疫グロブリン製

剤の使用実態解析から原料血漿必要量の予
測」）から、赤血球製剤・血小板製剤精製時に
分離し、原料血漿に転用された量を引いたも
の※を「血漿成分献血からの原料血漿転用分」
と仮定して、必要な血漿成分献血本数に追加
する 

 
※「赤血球製剤・血小板製剤精製時に分離し、原

料血漿に転用された量」について 
平成 29 年度の 200mL 全血献血、400mL 全血献

血、血小板献血者数はそれぞれ 14 万、326 万、66
万人であった。 

一方、原料血漿に転用された量(L)は、200mL 全
血献血から 1.1 万 L、400mL 全血献血から 57.1 万
L、血小板献血から 11.2 万 L であり、これをもと
に、献血者 1 人当たりの原料血漿転用量を算出す
ると、200mL 全血献血 0.076L/人、400mL 全血献
血 0.175L/人、血小板献血 0.171L/人である。 

これと③の 2025 年の必要な全血献血者数、血
小板献血者数に乗じて、推定原料血漿転用分を算
出した。 

 
２）献血者数と献血率の予測 

2025 年までの献血者数と献血率の予測は 2 通り
の方法（Markov モデル、Age-Cohort モデル）で導
出した。 
 
2-1) Markov モデルに基づく延べ献血者数算出 
① 使用した資料：2016-2017 年度に全国で行われ

た献血（2016 年度延べ 4,788,243 人、2017 年
度延べ 4,728,837 人）を対象とした。献血者デ
ータに含まれる情報は、献血者コード・性別・
生年月日・年齢・受付年月日・献血センター・
採血場所・献血種類・初回再来区分であり、こ
のうち献血者コード・性別・年齢（16-69 歳）・
献血種類（全血献血または成分献血）を解析に
用いた。地域ブロックは図 1 に示した北海道、
東北、関東甲信越、東海北陸、近畿、中四国、
九州とした。地域ブロック別・年齢階級別にみ
た人口 100 人当たりの献血者数について図 2
に示した。 

② 献血行動推移確率の算出：2016 年度と 2017 年
度のそれぞれにおいて献血者を、性・年齢・8
地域ブロック（図 4）・年度内献血行動 7 群（献
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血 0 回、200ML 献血のみ、400ML 全血 1 回、
400ML 全血 2 回以上、成分献血 1 回、成分献
血 2 回以上、400ML 全血+成分各 1 回ずつ以上）
別に集計し（図 3）、2016 年度から 2017 年度
でのグループの人数変化を集計し、性・年齢別

の献血行動推移確率（初年度から次年度で所属
するグループが変化する割合）を算出した（図
4）献血 0 グループの人数は、2015 年度国勢調
査の人口から献血者を減算して算出した。 

 

 
図 1. 8 地域ブロックの定義 

 

 
図 2.地域ブロック・年齢階級別にみた人口 100 人当たりの献血者数 

 

 
図 3.「献血行動」7 グループの定義 
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図 4.献血行動推移確率 

 
③ 献血者数の推計方法：さらに 2016 年度の献血本数

の分布を初期値として、マルコフ連鎖モデルの仮定
※に基づき性・年齢別献血行動推移確率を用いて
2031 年までの献血者数を推定した（図5）。 

献血本数の推計に関しては、複数回献血者の年間
平均献血回数を算出し、それを献血者数に乗じて推
定した。平均献血回数は2016 年度の全血複数・成
分複数・その他のグループについてそれぞれ性・年

齢・献血種類別に算出したものを用いた。 
※マルコフ連鎖モデルの仮定：この推計は、「各年度の

献血回数および種類は前年度のそれらにのみ影響を
受け、それ以前の年度に何の献血を何回したかとは
関係なく次年度の献血回数と種類が決まる」という
マルコフ性の仮定と、「推計開始初年度から毎年の推
移確率は変化しない」という仮定に基づいている。 

 

 
図 5. 献血者数の推計方法 

 
2-2) Age-Cohort モデルによる献血率の算出 
① 解析に用いた資料：2006～2018 年の全献血者のデ

ータ（年度あたりのべ 450～530 万人 図 6）を用い
て、年度・性・年齢（1 歳刻み）別献血率を算出する。  

② 年齢効果・出世おコホート効果の算出：男女別に、
以下の Age-Cohort モデルを用いて献血率の年齢・出
生コホートの各要因を算出する： 
log (μij) = log (Nij) + μ + Ai + Ck, yij ~ Poisson (μij) 
Ai：年齢 i の年齢効果（年齢の違いが献血率に与える
影響） 
Ck：出生年 k の出生コホート効果（出生年の違いが

献血率に与える影響） 
μij, yij, Nij：年齢 i、西暦年 j の期待献血者数、実献血者
数、人口 

③ 献血者数の推計方法：算出された年齢効果、出生コ
ホート効果を用いて、令和 17 年/2035 までの推定
献血率を推計し、延べ献血者数を算出する。 

 
３）献血不足分を算出 
2025年の必要献血者数と推計献血者数との差分から不

足本数を求め、不足を確保するための献血率目標値
を算出した。 
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図 6. 献血率 2006-2018 年度実測 
 
C. 研究結果 
１）献血製剤の需要に必要な献血本数 

2008～2017 年の日本赤十字社「血液事業の現状」の
血液製剤供給単位数（図 7）を東京都の年齢群別血液製
剤使用状況（図 8）をもとに按分し、国勢調査人口から
「年齢別人口 1,000 人当たりの血液製剤供給単位数」を
割り、これに将来推計人口を用いて 2018 年以降以降の
「推定血液製剤需要単位数」を算出した結果を図 9 に
示した。この「推定血液製剤需要単数」を血液製剤供給
単位数と献血者数の換算比により「献血製剤の需要に必
要な献血本数を算出した。 

 

 
図 7.日赤 血液製剤供給単位数 

 

 
図 8. 東京都輸血状況調査結果 

年齢別血液製剤使用状況 
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図 9. 推定血液製剤需要単位数 

 
その結果、2025 年に必要な推定血液製剤需要単位数

は 1,743 万単位（赤血球製剤+全血製剤 627 万単位、
血漿成分 901 万単位、血漿製剤 215 万単位）、これを
2018 年の献血者数・血液製剤供給単位数の比をもとに、
献血者数に換算すると、全血献血 331 万人（200mL 13
万、400mL318 万）、血小板献血 84 万人、血漿献血（原
料血漿転用分を除いた血漿製剤用）20 万人となった。 

一方、本研究班の「NDB を使用した免疫グロブリン
製剤の使用実態解析から原料血漿必要量の予測」から、
免疫グロブリン製剤の需要推計値から必要な原料血漿

転用分は 943,259~1,075,315L であった。このうち、赤
血球製剤・血小板製剤精製時に分離し、原料血漿に転用
された量を減じて、「血漿成分献血から原料血漿に転用
する量」を算出する。それを 480mL（血漿成分献血 1
本分）で除して、「原料血漿転用のために必要な血漿成
分献血者数」を算出すると 49~76 万人となった。 

以上より、血液製剤と血漿分画製剤の原料血漿の需要
に必要な献血本数を献血者数に換算すると 477～505
万人分と推計された。（表 1） 

 
 

 
表 1. 血液製剤の需要に必要な血液本数 
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２) 献血者数と献血率の将来推計 
2-1) Markov モデルに基づく推計 
① 性・年齢階級別にみた献血行動推移確率 

各献血行動推移確率は初年度の献血行動 7 群と次
年度の献血行動 7 群の行列からなり、例えば、北海
道・男性・20 歳・初年度 0 回だったものの次年度の
献血行動は、献血 0 回 96.07%、400ML 全血 1 回
3.32%、400ML 全血 2 回以上 0.44%、などとなって
いる。 

性・年齢別にみた献血行動推移確率を、初年度
（2016 年度）の献血状態別に図 10~16 に示した。縦
軸は、初年度から次年度への献血行動推移確率＝「1
年後に献血回数とその種類が変化する割合」、横軸は
年齢（1 歳刻み）であり、2016 年度の献血行動のグ
ループごとに、2017 年度のグループ区分の変移を、
積み上げ棒グラフで示したものである。 

献血回数 0 回のグループでは、いずれの地域ブロ
ック、男女とも、ほぼすべての年齢 95%以上が次年
度献血回数０回であった。年齢が高いほど次年度献
血回数 0 回となる確率が高かった。 

400ML 全血献血１回のグループでは、いずれの地
域ブロック、男女とも、ほぼすべての年齢で 50%以
上が次年度献血回数０回であった。20 歳代・30 歳代

では、70％以上が次年度献血回数０回であった。 
400ML 全血 2 回以上のグループでは、いずれの地

区ブロックでも、次年度全血 400ML2 回以上献血を
行う確率が男性のほうが女性よりも高く、40 歳代以
上の年代のほうが30歳代以下よりも高い傾向がみら
れた。 

200ML 全血献血のみのグループは、あまり一定の
傾向が認められなかったが、多くの地区ブロック、年
齢で 70%程度が次年度献血回数 0 回であった。 

成分献血 1 回のグループでは、いずれの地域ブロ
ック、男女とも、ほぼすべての年齢で 50%以上が次
年度献血回数０回であった。 

成分献血 2 回以上のグループでは、いずれの地域
ブロック、男女とも、ほぼすべての年齢で 50%以上
が次年度成分献血 2 回以上であった。 

400ML+成分献血のどちらも行ったグループでは、
次年度の献血行動に一定の傾向は認められなかった
が、7 割以上が次年度も献血を行っていた。 
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図 10. 年齢別にみた献血行動推移確率（北海道ブロック） 
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図 11. 年齢別にみた献血行動推移確率（東北ブロック） 
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図 12. 年齢別にみた献血行動推移確率（関東甲信越ブロック） 
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図 13. 年齢別にみた献血行動推移確率（北陸東海ブロック） 
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図 14. 年齢別にみた献血行動推移確率（近畿ブロック） 
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図 15. 年齢別にみた献血行動推移確率（中四国ブロック） 

82



 

 
図 16. 年齢別にみた献血行動推移確率（九州ブロック） 
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② マルコフモデルに基づき予測した献血本数の将来推
計値 
性・年齢階級別献血行動推移確率を用いて、2016 年

の献血実績を初期値とした15年間の献血本数の推計を
行った結果を、図 17 に示した。 
男女ともに献血本数は単調に減少し、全体の本数は

2016 年度の 495 万本から 2025 年度 444 万本、2031 年
度には 417 万本になると推定された。 

男女別、年齢階級別にみた延べ献血者数の将来推計値
を図 18 に示した。推定のべ献血者数は男女ともに減少
すると推定され、年齢階級別では 10 歳代・20 歳代・30
歳代・40 歳代で減少傾向、60 歳代では増加傾向、50 歳
代では 2026 年まで増加傾向、以降減少傾向になると推
定された。 
 

 

 
図 17. Markov モデルに基づく述べ献血者数（供給）の将来推計 

 

 
図 18. Markov モデルに基づく述べ献血者数の将来推計：a) 男女別、b) 年齢階級別 

 
2-2) Age-Cohort モデルにより予測した推定献血者数 

① 献血率の年齢効果・出生コホート効果 
男女別にみた献血率の年齢効果と出生コホー

ト効果を Age-Cohort モデルにより推定した結果
を示す（図 19）。男性では年齢効果 20 歳前後と
40-50 歳代、出生コホート効果では 1960-74 年
頃に献血率が高い傾向があった。一方女性でも、
年齢効果は 20 歳前後、出生コホート効果では

1960-74 年頃に献血率が高い傾向があった。 
② 献血者数の将来推計 

Age-Cohort モデルを用いて献血者数を算出す
ると 2025 年には 439 万人、2030 年には 401 万
人と減少傾向になると予測される。（図 20） 

予測献血者数についてマルコフモデルと Age-
Cohort モデルの解析を比較した。（図 21） 
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図 19. 献血率の年齢・出生コホートの各要因（Age-Cohort モデルによる解析推定） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 20. 推定献血者数（Age-Cohort モデルによる解析） 
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図 21. マルコフモデルによる解析と Age-Cohort モデルによる解析の比較 
 
 
3) 目標値となる献血率参考値 2025 算出 

2025 年の献血者数予測値は、マルコフモデルで
は 4,444,835 人、Age-Cohort モデルでは 4,399,457
人となり、血液製剤供給実績と将来推計人口から
推定した必要献血者数,774,211～5,049,327 人との
差（329,376～604,492 人、374,754～649,870 人）
がそれぞれ不足と算出した。（図 22） 

2025 年の献血率目標値は、16-69 歳で捕捉した
場合の目標献血率は、10 歳代 5.7~6.2%、20 歳代
6.0~6.7%、30 歳代 5.3~6.0%となった。 

また不足分を 2) 16-39 歳で捕捉する場合の献血
目標値は、10 歳代 6.5-7.5%、20 歳代 6.9~8.1%、
30 歳代 6.1~7.3%となった。（表 2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 22.マルコフモデルと Age-Cohort モデルによる推定献血者数と献血不足分 
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表 2. 2025 年の献血率目標値（High 予測、Low 予測） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

D. 考察 
本年度は、次の 3 項目について研究を行った。1.近年の

血液製剤供給数をもとに将来の血液製剤の需要予測を行
った。2.2016-2018 年度の全献血者のデータを用いて、性・
年齢・地域ブロック別献血行動推移確率の推定、マルコフ
モデルに基づく献血者数の将来予測に関するシミュレー
ション研究を行った。3. Age-Cohort モデルを用いて献血率
の年齢・出生コホート要因を算出し、2035 年までの推定
献血率、献血者予測値を算出した。加えて、将来の血液製
剤需要と献血者との数値差を元に、目標値となる献血率参
考値を算出した。その結果、以下のことが明らかになった。 

 

1. １.2025 年に必要な推定血液製剤需要単位数につ
いて将来推計人口を用いて算出すると 1,743 万単
位、原料血漿転用分は 943,259~1,075,315L となる。
これを血液製剤の需要に必要な献血本数を献血者
数に換算すると 477～505 万人分となる 

2. のべ献血者数の2031 年までの将来推計によると、
推定のべ献血者数単調に減少し、全体の本数は
2016 年度の 495 万本から 2031 年度には 417 万
本になると推定された。 

3. 推定のべ献血者数は男女ともに減少すると推定さ
れ、年齢階級別では 10-40 歳代で減少傾向、60 歳
代では増加傾向、50 歳代では増加から減少に転じ
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ると推定された。2020 年代を通して 40 歳代の本
数減少が大きく、総本数の減少に影響していると
推測される。また、2030 年代以降の総本数の大幅
な減少は 50 歳代の本数が減少に転じることが要
因であると考えられ、これは 50 歳代の年齢別人口
自体が 2020 年代後半に減少に転じることと一致
するため、その影響であると推測される。また 20
歳代・30 歳代は今後 20-40 年献血可能年齢である
が、この年代の献血本数は、少子化の影響もあり
減少傾向が今後も続区と推定された。 

4. Age-Cohort モデルを用いて献血者数を算出すると
2025 年には 439 万人、2030 年には 401 万人と減
少傾向になると予測される。 

5. 5.2025 年の献血者数予測値はマルコフモデルでは
4,444,835 人、Age-Cohort モデルでは 4,399,457 人
であった。一方、血液製剤供給実績と将来推計人
口から推定した必要献血者数は 4,774,211～
5,049,327 人であるので、その差（329,376～
604,492 人、374,754～649,870 人）は不足分とな
る。 

6. 献血不足分を各年代で捕捉するために、2025 年の
献血者数年代別構成比を用いて、1）16-69 歳で捕
捉、2）16-39 歳の年齢層で捕捉の 2 通りのケース
で献血目標値を算出した結果、不足分を 1）16-69
歳で捕捉した場合の目標献血率は 10 歳代 5.7～
6.2％、20 歳代 6.0～6.7％、30 歳代 5.3～6.0％とな
った。また不足分を 2）16-39 歳で捕捉する場合の
献血目標値は、10歳代6.5-7.5％、20歳代6.9-8.1％、
30 歳代で 6.1-7.3％となった。 

7. 「献血推進 2020」の献血率目標値と比較すると、
今回算出した 2025 献血率億票値は低い値となっ
た、これは必要献血者数の推計値が「献血推進
2020」では 537 万人であったのに対し、今回の
2025 年の推計値が 477-505 万人低いためであっ
たと考えられる。 

 
以上のことから、本研究では、NDB データによる免疫

グロブリン製剤需要推計（令和 2 年度 本研究班報告書「血
液製剤の医療需要と供給の予測に関する研究免疫グロブ
リン製剤の使用実態と需要予測：NDB を使用した免疫グ
ロブリン製剤の使用実態解析から原料血漿必要量の予
測」）、献血者と血液製剤供給実績、将来推計人口を基に、
数理疫学的アプローチで、献血の需要と供給の将来推計を

行い、現状の献血状況のまま推移すると 2025 年には
33~65 万人分の献血が不足し、それを捕捉するには
10~30 歳代の献血率を 6~8%程度に設定する必要がある
ことを示した。 

 
E. 行政への貢献 

本研究の成果は、日本赤十字社が行った血液需給将来推
計シミュレーション、献血推進調査会の意見などと合わせ
て、献血推進にかかる新たな中期目標「献血推進 2025」
の基礎資料となった。 
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